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本論文は日本、中国の地方自治体の財政危機と財政再建を検討し比較する。中国には今まで政府
破綻の実例はないが、だからといって政府の財政に問題がないわけではない。たとえば、とれまで
資源開発によって中国の経済発展に貢献してきた都市群が存在するが、それらの都市は、過度の資
源開発によって資源が掘り尽くされた途端に起きる競争力の低下、地方財政の赤字化を招き、失業
率が増加している。現在の中国では、乙のような滅亡の危機に直面している都市は全国で 10を超
える。日本でも財政が破綻して、存続さえ危ぶまれている限界自治体がある。炭鉱都市の繁栄と衰
退は日本にもあったが、このような中国の地方自治体において日本より深刻なのはその規模の膨大
さである。
本論文は、主に関連文献の分析を踏まえて、中国と日本の危機自治体の問題およびその再生の方
法について考察する。以下は中国と日本の自治体危機について、問題提起の切り口として、具体的
には中国の阜新市と日本の夕張市の財政破綻に関する一連の文献を整理し、現在の中国と日本の危
機自治体の問題点を指摘する。そして、危機の再生方法をめぐって検討し、同じ炭鉱の町である中
国の遼寧省阜新市と日本北海道夕張市の比較研究を通じて、行政資料や統計資料を分析し、再生方
法について言及する。
夕張市は炭坑産業が衰退し、国の方針を受けて、市が莫大は財政負担を負い、観光・リゾート
開発をするが、街は活性化せず、市に借金だけが残り、 2007年に財政破綻する。現在は、「市民参
加」を進めながら財政再建の途上にある。阜新市は炭坑産業が資源の枯渇を受けて衰退しつつあり、
国の主導の下、現在リゾート開発を進めている。論文の主要な構成は、同じ炭坑産業の衰退を経験
した夕張市と阜新市を比較して、阜新市の産業振興の現在のやり方に警鐘を鳴らすものとなってい
る。筆者は、国の主導の下、政治家・自治体職員の能力を高め、「市民参加」のあり方を適切に取り
*所属・身分(岡山大学大学院社会文化科学研究科博士後期)
1この論文は、中国社会公平正義現状評価と改善対策研究助成(プロジェクト番号:12&ZD060)の成果の一部
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入れて、国家主導と市民参加を統合する道が阜新市の最上の再生の道であると考える。他方、夕張
の財政再建は市民が参加すれば大幅に改善される、ということはできない。財政破綻に落ちた夕張
の歴史から見て、国も重大な責任を持っているからであり、市民参加以外に、阜新市のように適切
な国の政策か資金の支援あるいは市民参加を導入する国の行政指導が必要である。
1 .目、中地方自治体の財政危機の現状
1. 1.阜新市の現状一一炭鉱都市から旅行都市まで
1. 1. 1炭鉱の都市
阜新市は中華人民共和国遼寧省に位置する地級市2である。典型的な石炭資源ベースの都市で，
石炭に頼って振興してきた一方で、炭鉱の衰退にからむ多くの問題を抱えた。阜新市には建国初期
に全国で最初のエネルギー産業基地が設立された。かつては当該市の産業は農業のほか、石炭の採
掘が多くの部分を占め、中国の重要な石炭都市・石炭工業都市であった、石炭の採掘の歴史は百年
以上前に遡ることができる。現在、累計 5.3億トンの石炭を生産し、生産額 297.3億元を生み出し
た。 3阜新市海州区の露天掘り鉱山は、中国の「第 l次5カ年計画(1953"-'1957) Jで設定された 156
個の重点項目の一つで，アジアで初の鉱山として、世界的にも有名である。
しかしながら、阜新市は過度な採掘により資源枯渇が深刻化している。資源を掘り尽くしてしま
えば、人々の生活を支える産業がなくなる。深刻な資源は、持続不可能な経済発展を生じさせる。
資源浪費型の成長を遂げてきたツケが回ってきている。石炭資源が日増しに枯渇してきでいるため
に、阜新市では各種の困難と矛盾が表面化している。海州露天掘り鉱は2002年4月に倒産を申請し
た。東梁鉱、平安鉱、新郎鉱、露天掘り鉱なども閉鎖された。環境の汚染または生態環境の悪化な
ど、周辺の企業や公共機関、住民の財産さらに生命を脅かしている。社会保障の圧力も増大してい
る。多くの炭鉱で従業員の一時帰休が行われ、失業率が上昇し、また採掘跡では地表の陥没など被
害も頻発している。阜新市は固有企業の不振、地方財政の赤字化により大量の負債とレイオフ者・
失業者を抱えて「東北現象」に苦しんでいる。
1. 1. 2資源枯渇化している都市
資源はすでに枯渇しつつあり、失業や環境活染の問題が重篤化している。 2006年、中国国家発展
改革委員会は岡市に対し「資源、型都市」としての支援を行い、汚染状況の改善や企業技術の向上な
どで都市構造の転換を図った。2007年 10月に開催された中国共産党第十七次代表大会において「資
2地級市(ちきゅうし)は中華人民共和国の地方行政単位。地区、自治州、盟とともに二級行政単位を構成する。
省クラスの行政単位と県クラスの行政単位の中間にある地区クラスの行政単位である。地方によっては「区級
市」と呼ぶこともある。
3倉鳩 清吾「阜新市の状況についてJ (富山県大連事務所便り)19頁
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源の枯渇した地域を支援し、経済転換を実現する」という方針が初めて示された。 2008年3月、国
務院は第一弾として皐新市を含む 12カ都市を資源枯渇型都市と指定した。新たな都市としての転換
の模索が始まった。資源枯渇型都市には中央政府からの転移支付のほか、国債による予算配分や中
央政府の基本建設基金からの資金拠出、制度金融など4年間の優遇政策が登場した。指定された都
市はとうした優遇政策を活用して、雇用を生み出すあらたな産業を期間内に創出しなければならな
?
??、???
資源への開発補償機制と衰退産業への援助機制を設置し、資源枯渇型都市の経済転換の実験的な
政策にもとづいて、バラック地帯の改造と石炭発掘で沈下した地区の整理が計画された。阜新市は
市民の暮らしを保障するために、閉山跡処理対策として2005年から 2011年まで 110億元を投入し、
阜新固有工鉱棚戸型中低所得層の住民住宅区を改造した。国家開発銀行が阜新市に貸し付けた資金
は2011年まで 170億元を突破した。その中で、 29.6億元は中低所得層の住民住宅区の改造、失業
保険基金、省属大学、農村高校の改造などに使われた日。また、国家と省の支持のもとで地表の陥
没治理工程を推進することになった。
阜新市は中央政府の支援を受けて、現在は経済構造を転換しようと試みている段階にあり、「地域
に見合った地域ごとのJ発展戦略を模索しているところである。風力発電，太陽エネルギーやバイオ
マスエネルギーなどの新エネルギー、食品産業、石炭化学を主な産業に育成する計画が実行中であ
るが、市の人口の 12.4%にあたる 10万 7000人の失業者を抱えたままで、問題の解決には至ってい
ない。
1. 1. 3. リゾー卜開発
阜新の再建の背景には、「東北地区等!日工業基地振興戦略」がある。 2003年 10月に東北振興政策
の基本方針を示す「東北地区等旧工業基地振興戦略実施に関する若干の意見J(通称 1号文件)が
出されてから、阜新は観光戦略を打ち出した。 111号文件」は「東北地区は観光資源が豊富なので、
利点を利用して、観光業に力を入れる」という構想が明記された。 2007年に中国社会科学院旅行研
究センターは「車新市旅行業発展総体計画」を制定した。阜新市は国が旗振りをしたリゾート開発
に沿って観光事業を進めてきた。また、 2007年、資源枯渇型都市に指定された阜新市は、炭鉱から
観光へと政策を転換し、行政が主導的に観光施設整備を行った。現在は、観光客数が大幅に増加し
たうえ、地域イメージの転換の成功例として評価される時期にあたっている。阜新市の海州露天炭
鉱国家鉱山公園は、 2009年開園し、残った炭坑を工業遺産テーマとする公園に生まれ変わった。海
州露天炭鉱国家鉱山公園の中に鉱山文化広場や鉱山博物館などが設置された。これらの場所は 2011
年「辛亥革命」の映画ロケ地になって全国での知名度が上昇した。
4 r財政部:2012年資源枯掲城市特移支付管理亦法Jhttp://www.gov.cn/gzdtl2012-07/25/content_2191790.htm 
s r国汗行7干友性金融助資源枯渇型城市阜新燦然一新J http://finance.people.com 印刷nk/GB/17644881.html
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その他、阜新では特色ある観光の町が7個所、観光専門村が 40個所作られ、農村観光収入は 30
億元に達する計画がある。具体的には、璃瑠の都でのショッピング、縦横温泉スキー場、高山風電
気公園、大温泉スキー場、大青溝都市レジャーリゾートが含まれている。同時に、 23項円の巨大な
投資プロジェクトが推進されている。たとえば、五龍都市環境公園プロジェクトの第一段階では神
態湿地園、五つ星ホテルの建設、第二段階では蒸気機関車観光環状線や水上ランド、ゴルフクラブ
の建設、第三段階では鉱山探検ランドの建設が計画され、環境と工業が中心ブランドとされ、海州
露天鉱山公園国家スポーツ公園、狩り場や国際馬術クラブの二つの大きいプロジェクトの建設が計
画され、高山風の電力観光地で丁香寺、柳岸会館や高級別荘区プロジェクトの建設等々が計画され
ている。もしとれらのお項円の投資プロジェクトが成功すれば、総額は59.8億元の投資で、年間
約 10億元以上の利益が期待できるヘ
1. 1. 4.最新の動向
阜新の再建はリゾート開発だけではなくで、また国の政策支援のもとで多面的な発展計
画によって遂行されることになった。すなわち「十一五J期間中 (2005-2010)、阜新市は新興
工業の主導的多元的な産業局面を次々と形成していくつもりである。具体的には石炭化学工業、食
品加工、新エネルギーの「三大基地」が建設され、液圧、皮革、板材家具など 16つの重点産業集
合」が急激に発展し、産業発展潜在力と「プロジェクトが資金を集める力」は著しく向上していく。
京沈高速鉄路、巴新鉄路といくつかの高速道路、鉄道が次々と建設され、阜新の立地の優位性を上
昇させる。 1十二五J期間中(2010-2015)、阜新は積極的に「三大基地」と 16つの重点産業集合」
戦略を引き続き実施し、全国資源型都市戦略のモデルチェンジにもとづき、単一の経済モデ、ルチェ
ンジから経済、社会、体制まで全面的なモデ、ルチェンジを遂行する。 20日年までに、主要経済指標
が全省平均的水準より高くなり、モテ守ルチェンジ以来の平均水準より高くなる。阜新地方 GDPと地
方財政一般予算収入はそれぞれ 1000億元と 10億元を突破する。 2012年 1-6月、阜新市皮革産業
基地は販売収入 26.5億元を実現して、1.6億元の税金を上納する。年末までに阜新皮革産業基地は
製革を主導し、皮革製品、商業貿易、物流を一体とするチェーンを作り上げる計画である。阜新市
では液庄空気圧産業が三大重点産業のーとして成長し、 2012年上半期、阜新経済開発区液圧産業基
地ではすでに生産、契約、建設開始フロジェクトが 80個、投資額が 58.79億元、新製品の開発が
24個となり、生産額は 15.2億元を達成している。
2012年9月25日までに、去年の基地契約のプロジェクトは 103個をうわまわり、今年の新項目
が 13個となり、計画投資は 127.8億となっている。その中で建設開始プロジェクトは80個、計画
投資は54.5億である。将来の 5年以内、産額 1000億元の「中国液圧の都」および「石炭化学工業」
6 美新新，周)51¥文「迂?阜新資源枯掲型城市的旅瀞新眠起J (中国旅瀞披， 2011) 
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などいくつかの 200億元以上産額の産業を作り上げる計画である。阜新市は璃楢産業を「十大産業J
のひとつとして、 2012年 1月16日、 「阜新市2013-20日年璃楢産業発展年度会議」で、阜新を
「璃磁の都」を建設するという計画を発表した。 I十二五」期間末まで、生産額の 300億元、従業
員の 10万人を極力達成する。阜新市五つの区を都市化して、都市部人口を 10万超とし、都市化率
を65%と達成するという計画である。
2012年3月26日、香港理文集団による総投資 50億元、年産5万トン弗化水素酸のプロジ、エクト
と大唐グループによる総投資26億元、年産50万トン液化天然ガスおよび日処理 120万立方メート
ル圧縮天然ガスの 2つのフロジェクトの建設がそれぞれ別に阜新フッ素化学産業基地と石炭化学産
業園で同時に始まった。
今年初以来、阜新市は 257個の投資額千万元以上のフロジ、エクトの建設をすでに始めて、総投資
額は 1065.7億元に達する。今年、阜新市は 600個の千万元以上のプロジェクトの建設が続き、 400
個の新たなプロジェクトの建設が始まり、その中で億元を超えるフロジェクトは 150個、固定資産
投資は 600倍、元まで達する。
共産党阜新市委員会、阜新市政府は 2012年を「千個フロジェクト建設年」と設定し、十大産業を
中心にして、全力でプロジェクト建設を推進する予定である。投資導入の面では、阜新市は投資規
模が大きく、影響範囲が広く、産業連聞の長大なフロジ、エクトを導入する。それと同時に、石炭化
学工業の建設、液圧、鋳造、フッ素化学製品など十大の産業基地、園区を通じて、積極的に投資導
入プラットフォームを建て、産業連関を形成し、収益を上げるということになっている。
しかし、こうしたプロジェクトは阜新市に真の発展をもたらすだろうか。その問題を理解
するために、以下では日本においても炭鉱の都市として、また観光都市として同じような
状況に置かれてきた夕張市の歴史を概観してみよう。
1. 2.夕張市の現状一一炭鉱都市から現在まで
夕張市は北海道のほぼ中央に位置している。明治初期から炭鉱の町として栄え、国内有数の産炭
地として盛、況を誇った。炭鉱が発見されたのは 1874年北海道開拓使の外国人探検隊が夕張川流域に
石炭鉱脈の存在を確認した時である。 1888年 5月に北海道庁の技師坂市太郎(ばんいちたろう)
がシホロカベツ川上流沿岸に石炭の大露頭を発見した。 1889年に北海道炭鉱株式会社(1北炭」の
前身)が成立され、 1890年炭鉱の開坑で、石炭の町としての歴史が始まった。 1892年から夕張炭鉱
の採炭が始まった。それ以来、炭拡の町として急速に発展した。とうして炭鉱の町として戦後の経
済成長を支えた、夕張市を始めとする国内各地の産炭地は活発な状況を呈するようになった 70
7 井熊均『自治体再生 資本リスクで財政破綻を回避せよ~ (学陽書房、 2008年)23頁。
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1. 2. ，.炭鉱の町
夕張市の石炭産業は、明治以来、国策として育てられ、手厚く保護されてきた。第二次世界大戦
によって、日本経済は極端に疲弊した。 1946年から 1948年までの聞に、日本政府は経済再建のた
め、当時唯一の自給可能な資源である石炭を利用して中央政府主導の産業政策としての「傾斜生産
方式Jを推し進めた。その政策は日本政府が持っているすべての資金・資、材・労働力を鉄鋼・石
炭・肥料などの基幹産業へ重点的に投入し、これらの基幹産業の振興によって一般生産財・消費財
に派生的効果を及して、循環型の経済発展を起こそうとするものであったヘ
このような石炭政策の下で、夕張市には 1960年に北炭(夕張鉱業所・平和鉱業所)と三菱(大
夕張鉱業所)の三大鉱業所を中心に関連産業も発達した。そして炭鉱産業の繁栄に伴って当時
16， 908人の人口を抱える日本一の炭鉱産業の都市となった。との時期に、夕張市は典型的企業城
下町となった。石炭の生産設備は増強され、多くの炭鉱労働者は奥の谷間で生活するととになった。
谷底から山頂まで、炭鉱住宅が並ぶことになった。炭鉱労働者の生活、具体的には病院，住宅、水
道、日用品、娯楽など、日常生活全般は炭鉱会社が面倒をみた。
1. 2. 2.国のエネルギー政策に翻弄された町
しかし、 1955年代に入り、石炭の内外価格差という問題が生じた。政府は、国内炭の保護政策か
ら、石炭生産コスト削減策へ、そして、スクラック・アンド・ビルド方式へと政策を転換させてい
った九この後、石油が主なエネルギーになって、国のエネルギー政策は石炭重視から石油重視へ
と転換した。国のエネルギー政策の転換は夕張市の経済に強い打撃を与えた。このエネルギー政策
の転換にともなって、炭鉱の閉山が相次ぎ、 1990年には最後の三菱南大夕張炭鉱が閉山し、すべて
の炭鉱が閉鎖されることになった。地域も衰退し、多くの市民が流出した。夕張市は、人口の激減
と産業の衰退に苦しみ始めた。
夕張市は、残された市民の暮らしを保障するために、炭鉱会社が所有した土地・住宅・病院など
のインフラを買い取った 1~ こうした一連の閉山跡処理対策に 583億円がかかった。その中で、倒
産対策としての地域振興策のため、市債の発行額は332億円にのぼった 11。とれは、まさに国策転
換によって生じた問題がすべて市によって処理されたことを証明する。
閉山後の雇用対策や人口減少による過疎化を阻止するための地域振興策は、財源面から固に依存
8 橋本行史『自治体破たん・「夕張ショック」の本質 財政論・組織論から見た破たん回避策~ (公人の友社、
207年)77頁。
8 同上、 78頁。
1 [1たとえば、 1982年に夕張市は40億円を払って北炭が所有していた夕張炭鉱病院を買い取った。また北炭・
三菱の所有していた炭鉱住宅五千戸を全部市営住宅に変更し、上下水道設備も全部夕張市が引き取り、その額
は151億円に達した。井熊均『自治体再生 資本リスクで財政破綻を回避せよ~ (学陽書房、 208年)25頁
を参照。
11 保母武彦ほか『夕張一破綻と再生~ (自治体研究社、 207年)15頁。
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せざるをえなかった。国の閉山対策、地域振興策の柱が金銭給付ではなく、地方が行う公共事業に
対する財政支援に置かれた関係から、産炭地域の国依存、行政依存そして公共事業依存体質が高ま
るのは自然でもあった 12。
1. 2. 3.地域再生のための大型観光事業の推進
夕張市は炭鉱閉鎖による地域衰退と市民生活の悪化からの脱却を円指して、地域振興のための地
域活性化策を模索していった。この時期の主役は、炭鉱会社に代わった行政である。地域振興策の
中心となったのが六期二四年夕張市政を担ってきた中国鉄治夕張市長であった。中国鉄治市長は、
観光産業を核とした地域への転換を図るために積極的に投資を進めて、夕張に石炭にかわる観光事
業を育成しようとした。そのキーワードは「炭鉱から観光へ」である。夕張のリゾート開発は第三
セクターである夕張観光開発(株)に全面委託を行った。中田鉄治市長時代は石炭産業遺産を観光
資源として活かして、テーマパーク、スキー場の開設、映画祭などのイベントの開催、企業誘致、
若年層の人口流出の抑止、雇用創生地域経済の再生などが図られた。
夕張市の「石炭の歴史村観光」が設立された 1980年から第三セクター「夕張観光開発」が設立
された 1994年までは、ちょうど日本中で同様な開発型の第三セクターが乱立した時期である。当時、
国は 1986年に「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法J(民活
法)、 1987年に「総合保養地域整備法J(リゾート法)を制定した 130夕張市はとれらの制度の適用
を受けていないが、それでも法律が制定された時はちょうど経済のバブル期に当っていたから、国
が旗振りをしたリゾート開発に沿って観光事業を進めていった。しかも、当時の夕張市はうまくこ
のリゾート開発の波に乗り、観光事業からの町おこしが成功し、全国から注円を集めた。町づくり
に関係する数々の賞も受賞した。中央官庁から「モデル地区Jと評価されたこともあったのである。
しかし、これらの観光事業は結局、日本経済のバブル期の終わりとともに失敗した。しかもその
後日本の経済は「失われた十年」という衰退期に入り、環境に恵まれないのに派手なリゾート産業
投資を行った自治体は過大な投資や放漫な経営によって累積赤字を抱え、市の財政を圧迫していっ
た。また、観光事業を運営する公社や第三セクターは不良資産になり、自治体の財政の一大問題に
なった。
夕張市においても、民間企業が撤退するホテルやスキー場を買い取るために市債を発行しようと
したが、既に財政状況が悪化しているため、その起債は認められなかった。夕張市は年度内に返済
すべき一時借入金で調達した資金を観光事業会計に貸し付けていた。夕張市は、年度末の出納整理
期間であると同時に、新年度の4月から 5月までに、観光事業会計からの返済金で前年度の一時借
入金を返済すると言う「不適正の財政処理Jを行った。しかし、観光事業は毎年赤字が出ているた
1 2同上、 78頁。
1 :J前掲『自治体再生 資本リスクで財政破綻を回避せよ~ 27-28頁。
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め、この処理の繰り返しにより、一時借入金がとんでもない額に膨らんでしまったのである。
1. 2. 4.財政再建団体の指定へ
夕張市は「財政再建の町」として全国に知られるようになった。 2007年第 18回国勢調査で夕張
市の人口は 13002人に落ち込む一方で、積極投資による地方債の発行残高、公社や第三セクターの
借金が膨張し、その上、毎年の施設の運営費の負担などが、市の財政を圧迫し、 1"産炭地域振興臨
時措置法(産炭法)が2001年に失効したことなどで、財政状況がさらに悪化し、その後ほぽ破綻状
態にあったことが表面化し、最終的に 2006年6月20日に定例市議会の冒頭で、後藤健二市長は財
政再建団体になって再建を円指すことを表明した。こうして夕張市は国の地方財政健全化法の規定
に基づいて、 2007年度から財政再建団体になった。当時の赤字返済額は360億円で、それは市税収
入9.4億円の 38.3倍に相当した 150
市の財政は国の監督下に入り、 18年間で 353億円を返す財政再建計画が立てられた。その計画は
凄まじいの一言に尽きる。平成 18年度歳出額は 568億円であり、 19年度は84億円であるから、財
政規模は7分の 1に減少している。 16今の夕張市は財政再建団体として、必要な最小限の事業以外
はすべて中止し、全国最低の水準にまで行政サービスのレベルをさげるということになった。そし
て、人口が減少し、高齢化が進むなかで次々に公共施設を閉鎖し、市税の税率と公共料金を引き上
げるなど、市民に増税が押し付けられ、また新種の税も導入され、各種施設の使用料金が増額され、
学校統合など、再建のための負担はほとんと、市民が被っている。そのうえ、人口流出が予想以上に
進み、税収はさらに減少し、ますます公共サービスが悪化する悪循環に陥るととになってしまった。
1. 2. 5.財政危機の発生の原因
以上、夕張市の歴史を見てきたように、夕張市の財政破綻の原因は、国のリゾート開発の提唱に
無批判的に従ったところにあるといっていいだろう。国のエネルギー政策の転換による自治体の基
幹産業の石炭産業の崩壊と、石炭関連企業が倒産した後の関連施設の買い取り対策による大きな出
費が根本的な要因である。夕張市はその後また国や道庁の観光推進リゾート開発政策で再生を図ろ
うとするが、開発の財源不足分は地方債に依存せざるを得なかった、リゾート開発は財政規模の小
さな夕張市に似合わず、自治体財政に過大な負担を強いたし、リゾート自体の運営も、バブル経済
の崩壊後、リゾートの利用者数の大幅な下降によって行き詰まり、財政はさらに悪化する。そうし
た点が財政危機の大きな要因となる。夕張の危機の原因は、ほかには、 2001年以降、固による三
位一体構造改革によって、地方交付税が大幅に下降したが、産炭地域振興臨時措置法は 2001まで失
14 前掲『自治体破たん・ 「夕張ショック」の本質j 財政論・組織論から見た破たん回避策~ 82頁。
1 S 高寄昇三『地方財政健全法で財政破綻は阻止できるか一一夕張・篠山市の財政運営責任を追及する~ (公人
の友社、 2008)10頁。
1 i 同上。
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効になって、石炭産地の補正も取り消し、地方交付税と補助金を利用して債務を返済することがで
きないということが挙げられる。これは夕張市財政に致命的な打撃を与えた。「不適正の財政処理」
も財政危機の原因の一つである。
夕張市の財政破綻は固と道庁の失策と深くかかわっている。それゆえ、夕張市の財政破綻は決
して夕張市だけの責任ではない。固と道庁の自治体構想、を変えないと、第二の夕張市がまた生じて
くる可能性もあるだろう。事実、日本の各地で「第二の夕張」の自治体は多く存在している。夕張
市の財政破綻を受けて、総務省が実施した調査で、夕張市以外にも、北海道の九つの自治体には一
時借入金を使った「赤字隠し」の疑惑があることが明らかになった。北海道の再調査の内容が示す
ように、第二の夕張市が発生する可能性も十分にあるのである 170
2.地域再生・財政再建の方法をめくoって
2. ，阜新市の再建方法
阜新市は、炭坑産業が資源の枯渇を受けて衰退しつつあり、国の政策支援のもとで産業開発
を進めている。リゾート開発だけではなく、新興工業の主導で多元的な産業局面を次々と形成し
ていく計画である。人口は約 181万人である、一万人の夕張市からみれば比較にならない程の規模
の大きである。多元的な産業開発が可能な一方で、失業者の比率は10%でも 10万人となり失業者
の実数も多い。都市問題の解決はもっと難しい。との難しい再生の問題は一定程度の行政指導が必
要である。 10 万を超えるような都市の中にあっては人々は砂のようなマスになる。しかし砂のよ
うなマスは、市民になる可能性がある一方、大衆煽動政治に陥る可能性もある。それゆえ阜新市の
再建について国家指導が必要である。しかしながら、夕張市の事例から学べば、夕張市に見られる
「市民参加j のあり方を取り入れて、国家指導と市民参加を統合して、 「市民参加」のあり方を適
切に取り入れた方式が、阜新市の再生の道であると考えられる。こうした観点から夕張市から学べ
る車新市の再建方法は、以下の4点に集約できる。
2. ，. ，基幹産業の開発と人材の育成
阜新市の再建に対して、重要なのは基幹産業の開発であることは先に指摘したとおりである。基
幹産業は地方自治体の主要な財源だから、基幹産業がない町は自立できないし、国からの基幹産業
への財政支援が絶たれると困難に陥る。そのため固からの指示を受けて、国が望む事業をやってい
かざるを得ないととになる。夕張市は典型的な例であり、との場合は国のエネルギー政策の転換に
1 7北海道省庁が 2006年4月におこなった市町村対象の調査では、 「非常事態宣言」をしている市町村が 30
団体、 「財政再建団体に転落する危険がある」と答えた市町村は 53個の団体があった。日本経済新聞社が北海
道を対象に行ったその後の調査では、 「財政再建団体に転落への懸念があるJとこたえた市町村は 67団体、実
は道内全市町村の約四割にのぼっている。前掲、保母武彦ほか『夕張 破綻と再生~ 19頁を参照。
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よって炭鉱産業が没落してしまった。その他の基幹産業が弱いので、夕張市はその後また国のリゾ
ート開発の波に乗り、地域の条件や現状の力量から恭離した間違った公共投資をしてしまった。小
規模な夕張市は、国が提唱していた大規模のリゾート産業に適合していないにもかかわらず、無理
にその波に乗ってしまい、リゾート産業自体が結局財政の重い負担になってしまった。基幹産業が
ない夕張市のその観光政策が自治体財政の破綻を招いたのである。地域を再生するためは、その地
域の規模に似合う地域の基幹産業を育てるととが重要である。今の中国もまた「地域に見合った地
域ごとの」発展戦略を模索している。そうした観点から阜新市に対して、いかなる方策を提示する
べきかが求められている。基幹産業の開発の優れた方法とは、合理的に資源環境を利用し、法律法
規を厳格に遵守した上で資源を総合的に利用し、秩序立てて開発を進め、戦略を押し広げるととを
目指して、地域の条件や現状の力量から黍離した間違った公共投資を避けることは、夕張市の事例
から引き出される重要な教訓であろう。夕張のような派手なリゾート産業投資を行った自治体は過
大な投資や放漫な経営累積赤字を抱え、市の財政を圧迫していったことを想起すべきであろう。
実は、夕張市はロボット大科学館やゲームセンターなど、当初の理念とは異なる、観光客数を増
やすための施設を建設することによって、多額の投資によって新たな観光資源を創出する方向へ政
策を変化させていった。結局、夕張市独自の観光政策は欠如していたため、観光による地域の魅力
向上のためには、新たな資金を投じざるを得なかった。さらに、観光客数の減少によって観光によ
る利益を上回る過大投資が続き、負債を重ねた結果、自治体財政の破綻を招いた。他方、阜新市に
おいて海外!露天鉱山を国家鉱山公園へと改造することは地域資源の鉱山石炭文化を活用する観光事
業であるが、縦横温泉スキー場、高山風電気公園、大温泉スキー場、ゴルフクラブ、狩り場や国際
馬術クラブ、柳岸会館や高級別荘区プロジェクト…ーなどに関わる 59.8億元は、投資額が国家開発
銀行の支援、会社債、株式市場を利用した融資という方法で簡単に実現できるが、しかし、これら
の事業が本当に 10億元以上の年間利益をもたらすとは簡単に言えないだろう。スキー場は東北地
方にはよく見らえるものであるが、ゴルフクラブ、狩り場や国際馬術クラブ、柳岸会館や高級別荘
区は地元の市民には利用されない施設であり、またほかの地域の金持ちが環境汚染の阜新市にわざ
わざ来て利用するとは考えにくい。このような観光政策は地元の市民の関わりがほとんど見られな
いものである。とれらは「地域に見合った地域ごとの」発展戦略と背離する可能性がある。たとえ
阜新市財政自体が夕張市のような財政破綻に陥らないとしても、国家の資金と資源は無駄になると
いっていいだろう。
基幹産業の育成のほかに、地域の個性文化、地域の素材を基礎しての地域産業計画を立てるとと
も重要である。そのため、地域に似合う計画を立てられる人材を育でなければならない。そのため、
地域の住民に自治体財政に関心をもってもらうことが重要である。地方自治や財政の専門家に限ら
ず、納税者としての住民は税金の使い道に関心を持つべきだ。地域の住民が地方の行政・財政に関
心を持ち始めると、自治体を監督する市民団体、 NPOやボランティア団体が生まれる。こうして、
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NPOなどの団体を通じて地域社会に参加することが期待できて、自治体の行政運営の担い手は国で
はなく市民団体であるという意識が生じる。阜新市は、こうした市民団体の育成において欠けると
ころがあった。人材の育成を強化する。関連政策を整備し必要な人材の導入・育成を行い、職業教
育訓練基地と公共訓練基地の建設を加速する。そして・人材評価と奨励システムを整備し、改革を
志向する人材の育成と導入を支援し、企業の技術と管理の中堅に対する奨励制度を確立する必要が
ある。
2. ，. 2 市民参加
重度汚染都市阜新市は十年にわたる環境整備を行って、省級公園都市になった。しかしながら、
環境汚染問題はまだ厳しい状況にある。海州露天掘り鉱は海州国家鉱山公園になったが、 2012年9
月2日の新聞記事によると、海州露天掘り鉱はまだほこりと二酸化硫黄の匂いが立ちこめていて、
阜新市の環境に影響している。実は、阜新市の住民たちは政府が海州国家鉱山公園事を建てること
に不満と疑問を持っていた。多くの人々は以下のような考え方を持っている。第一に、海外|露天鉱
坑をダムや水面景観へと改造すること。これは内モンゴルホルチン砂地の南端にある阜新市にとっ
て一番必要なのである。なぜならば、現地の気候は乾燥していて雨が少なく、そして砂の危害が深
刻である。第二に、海州露天鉱坑を埋めて、再び耕地にする。以上二種類の考え方の特徴は、投資
が少ないことと、成果が表れやすいことである 1H。海州露天鉱山の整備対策について、住民たち
の考え方は公園改造対策よりさらに経済的で、実用性が高い。地域住民は自治体職員、専門家より、
地域個性をよく分かる。地域再生のため、市民参加のシステム構築は不可欠であろう。市民参加は
現在の中国でもNPOやボランティア団体の形で実現できるようになった。環境や福祉、町づくりの
分野などで、市民参加するNPOやボランティア団体が行政を補完し、白らがトップランナーとして
地域に元気を与えている。また市民参加は、財政再建に資するひとつの要因ともなりうる。市民参
加は、政治家・自治体職員がその活用も含めて上手に主導することの方が、財政再建に有効である。
2. ，. 3.都市建設投資会社の弊害を予防する
中国の地方政府は法律で赤字予算の策定が禁じられ、地方債の起債も厳しく制限されている。こ
のため、 1991年代から、国務院の政府投融資体制改革で、地方政府は「城市建設投資公司(都市建
設投資会社)Jと呼ばれる直轄企業を設立し、政府保証による銀行融資や社債発行で公共投資の財源
を確保している。しかしながら、都市建設投資会社に、天下り官僚が配置されることによって、事
業それ自体が官治の色彩を帯びたととは、とのような投資会社の重要な特徴である。都市建設投資
公司は国有企業であるものの、市場経済において、損益責任を自己負担する企業ではない。都市建
設投資公司が行政の代わりに金融機関から資金を吸い上げ、主に、都市軌道(鉄道)交通、自動車
1 B丁冬「阜新海州露天子生雰弥漫J (中国王f境披、 2012)
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道路の建設、汚水処理施設などの都市行政のインフラ建設としての公共事業を実施する。地方政府
は財政、税収などの方法で、都市建設投資公司に資金を援助する傾向にある。都市建設投資会社を
利用して、行政は表向きは借金を増やさず、公共事業が進められる。これは行政の借金を増やさず、
公共事業を増やす方法である。こうした政府系の受皿会社は実態が不透明で、銀行の不良債権や不
正の温床になりやすいと指摘されている。すなわち、都市建設投資公司方式の会計上の危機が長く
放置されることで、地方政府の財政危機を覆い隠す機能をもっているのである。日本の第三セクタ
ーは中国の都市建設投資公司とよく似ている。日本の各地で、すでに十年前から第三セクターの経
営破綻が表面化している。第三セクターの経営が破綻すれば、地方自治体の出資資金の回収ができ
ないばかりか、自治体が第三セクターの債務保証をしていると、その債務が普通会計に影響すると
いう財政上の問題が生じる。夕張市の観光事業を運営する公社や第三セクターは不良資産になり、
夕張市自治体の財政の大問題になった。
阜新都市基礎施設建設投資公司(株)は都市建設投資公司であり、社債は 2012年 10月 10日から
正式に発行している。今期の債券発行総額は人民元 12億元である、資金は阜新市旧城区改造プロジ
ェクトに使う。今期の債券発行による投資プロジェクトについて、発行人は阜新市政府と iBTプロ
ジェクト求償契約」を締結した。とれにより、融資は阜新市政府にから補償される。また、阜新市
政府の「十二五」期間 (201ト2015年)の目標では、株式市場を利用し、都市建設投資公司のため
20億元を融資するということになっている 190 会社の財務は実態が不透明で、人民代表大会と市
民社会の監督を受けねばならない。経営が破綻すれば、その債務が普通会計に影響するという阜新
市政府財政上の問題が生じる可能性がある。阜新市再生のためには、都市建設投資公司の問題が重
視され、解決されれば、経済の安定的成長の維持を実現するととができ、更に高効率で且つ実用性
のある方策を切り聞くことができる。
2. 1. 4.情報公開
阜新市の再生について、資金面は固からの資金を積極的に獲得し、銀行などの金融機関、投資機
関の融資および国家開発銀行などの政策的融資を活用し、世界銀行やアジア開発銀行など国際金融
機関および、政府間借款の利用、株式市場の融資機能を生かし、産業投資基金、社債などの融資方式
を図ることになるだろう。実際に、国家開発銀行が阜新市に貸し付けた資金は2011年まで 170億
元を突破した。また、阜新都市基礎施設建設投資有限責任公司は 12倍、元の会社債は発行した。阜新
市政府の「十二五」期間 (2011-2015年)の円襟は、株式市場を利用し、都市建設投資公司のため
200倍、元を融資する。しかしながら、官僚特権の保護から来る情報が非公開なので、とれらの巨大
な金額の使い方は公開されていない。中国の地方自治体の中には財政情報の公開を嫌がる傾向があ
1 9王捧「江宇阜新市公汗友行 12イ乙城投債J (中国if白券扱， 2012) 
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る。したがって中国では情報公開の不十分により夕張市「不適正の財政処理」のようなことが起こ
る可能性もある。都市建設投資会社の実態が不透明で、銀行の不良債権や不正の温床になりやすい
ととも指摘したとおりである。
中国の官僚ないし公務員は、絶対・無謬の国家観念に支えられて、権威ある者という地位を与え
られてきた。との権威のひとつの根拠として、情報の非公開に象徴される行政の神秘性をあげるこ
とができる。しかしながら現在では、市民の専門・政策能力の上昇、またマスコミないし IT技術に
よる情報伝達、特に市民活動による園、自治体との直接の参加手続による接触機会の拡大によって、
行政の水準が明らかになってきた。公開する必要のある情報は以下の通りである。正式な財政情報
としては予算書や決算書が必要である。そして、監査としての人民代表大会による審査意見書も重
要な情報の一つであり、民営化施設の公立と民間とのコストや財源構成の比較情報、財政分析に使
う地方財政調査表なども必要である。「周辺財政」のデータも必要である。普通会計以外の会計をま
とめたものとして地方公営企業会計決算統計、都市建設投資公司などの出資法人、指定管理者の財
政情報、民間委託された社会福祉法人などの経営状況を知る必要がある。これらの財政情報は、市
政府の公開窓口か図書館などの住民が手に入れやすい場所に置いておかなくてはならない。
2. 2.夕張市の再生方法
2. 2. 1.企業との連携
今日の日本は、企業による社会的責任や地域貢献も地域再生にとって重要な要素になっている。
民間企業が公園や文化施設、スポーツ施設などを管理運営するケースも増えている。世界的な市場
を見る経済のグローバルな視点、および夕張市という地域を理解する企業があれば、行政と地域が
企業と連携をする方式も地域再生への有力な方法である。財政破綻を招いた無駄な観光事業のなか
には、要らない遊園地もあるが、「石炭博物館Jのように、世界に注目される観光施設もある。夕張
市の歴史的な特性や自然を生かした観光施設であれば効率的なシステムを作り、地域再生のために
生かすことは可能である。 20阜新市の炭鉱素材の観光開発も見本になれる要素を持っている。中国
では、映画の影響で北海道への観光が流行っている、世界の北海道をめぐるツアーやコースの一つ
に夕張市を入れるのもよい。また、夕張市の 93%は山と森である。地元の夕張市立診療所は東京都
内の旅行会社と提携し、メタボリック症候群の人を夕張市を集め、改善のための指導を行う。ほか
の地域の高所得の高齢者も自然の恵みを求め、北海道に大量移住する時代が来る可能性もある。夕
張特有のインフラを有効活用し、新たなまちづくりによって地域活性化、ひいては地域再生を図る
ことも充分に検討されるべきであろう。阜新市の再生フランにおいても、とうした地域と企業の連
携事業を含めた検討が行われるべきであろう。
2 ()同上、 31頁。
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2. 2. 2.市民参加による再建の推進
夕張市は、行政や石炭に依存してきた市民の意識を転換させ、市民を市政に参画させ、夕張市の
財政再建、および地域福祉を市民参加という方式を加えて実現しようとしている。夕張の財政破綻
を契機に、全国の支援と情報交換ことにより、多くの市民は地域財政に参加し始めている。市民自
治へという意識に変化が見えつつある。現在、夕張市の財政再建を応援するため、様々な団体が多
様な支援活動を行っている。北海道医療大学の学生などで構成される NPO法人ゅうゅうが、夕張市
の財政破綻で休館中の集会施設を拠点に、高齢者や障害者、こどもたちの生活支援などでボランテ
イア活動を行っている。その取り組みは地域と大学の連携したものとあって、高く評価されている。
退職する団塊の世代が、地域社会に参加することも期待される。夕張市の職員 OBをメンバーとする
任意団体、夕張市民・生活サポートセンターが2008年 l月に設立され、市の財政破綻による市職員
の大量退職で人員不足に苦しむ市の活動や市民生活を支援する。夕張市は超高齢・人口減少型社会
のなか、夕張社協や社会福祉施設、医療法人財団夕張希望の社、 NPO法人、市民がどのような「福
祉のまちづくり」が行っていくべきか、その方策はまだ未知数であるが、住民は地域活動を通し、
住民自治に基づいて福祉の町づくりが行われようとしている。
市民参加は過剰になったハコモノを処分できる。また、それは「長期・総合の自治体計画の市民
施設のネットワーク計画J2 1に組み込むとともでき、市民討議によってその使用目的、管理方法を
再編することを提案するととも可能である。たとえば、「公民館なと、の小型集会施設からは職員をひ
きあげ、市民管理・市民運営の地域センターにぎりかえるJ2 2 
おわりに
現在、競争力の低下、地方財政の赤字化、失業率の増加、そして消滅の危機に瀕する、地方財政
の逼迫などに直面する中国の資源資源枯掲型城市は、炭鉱が次々と閉山した時期の夕張市に似た窮
状といえるかもしれない。阜新市にもとれから、市民も含めた多様な関係者がかかわる多様化の産
業開発が必要不可欠になっていくであろう。夕張市の状況に陥らないため、国の指導のもとで基幹
産業と人材の育成、市民参加、都市建設投資会社の弊害を予防し、また情報公開は自立の視角から
阜新市の最も重要な再建の鍵となっている。
炭鉱から観光へと政策転換し、自治体財政の破綻に至った夕張市の歴史から見て、財政の破綻は
自治体自身の原因だけではなくて、固に責任がある。破綻した自治体の再建は国の支援と指導が不
可欠である。夕張市の自治体再建方法は国の一定程度の行政指導のもとで、市民参加による地方自
2 1前掲『自治体再構築』、 32頁。
22向上、 32-33頁ロ
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治の推進、企業との連携、公私協動による地域福祉システムが求められている。
中国の資源資源枯掲型都市が、存続さえ危ぶまれている日本の限界自治体は今後、増えていくと
思われるが、かつて炭鉱の町として知られ、目、中経済の発展の上で牽引車となった夕張市、阜新
市において、地域再生への有効な切り札は、国の統治と市民の参与である。
